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Ⅰ L03 中国における 論文数の増大要因および 日中共著関係 

  

はじめに 

高成長を続ける 中国科学技術活動において、 その成果の 1 つであ る論文生産が 90 年代後半より 著しく増大して 

いる。 本報告の目的は 、 ①論文生産の 増大要因と、 プロバラム予算の 重点化、 海外研究者の 呼び戻し政策、 大学 

における制度改革との 関係についての 分析結果を示すこと、 また、 ②学術分野別の 世界シェアと 日中共著関係の 

分析から日中が 補完・協力すべき 学術分野を示すことであ る，。 

  ㏄ -20 ㎝年代初頭における 詩文生産の動向 万 帝 図 t 国内論文数の 推移 万 Ⅰ 

] . ㏄年代後半における 論文放の急増 

始めに 90 年代から 2000 年代初頭における 中国の論文教の 推 

移を示す。 ここでは、 中国科学技術部が 公表している 中国国内 

論文教 2  ( 以下、 国内論文とする )  と Thomson  lSI  社のデータベ 一ス から独自に集計した 論文教 ( 以下、 scT 収録論文とする ) を 

示す。 

まず国内論文についてみると、 92 年から 2001 年まで一貫して   
増加基調で約 2 倍に増加している。 対前年比が二桁 台 の伸 びで o 巾   
推移するのは 98 年以降であ る。 セクタ一別にみると、 92 年の時 データ :MOST, "ChinaS&T  血 dic 荻 0m  2002 。 より 

点で大学セクタ 一の比率が 54.2% で公的研究機関や 企業に比較 
図 2 sCI 収録論文数の 推移 

して高いが、 2001 年では大学の 比率が 65.3% まで高まり、 98 年 2.5 万 4.5% 
以降の国内論文全体数の 高い伸びは大学セクタ 一に因るもので 4.0 

あ ることがわかる。 
3.5 

3.0   

SCl 収録論文についてもほ ほ 同様の傾向であ る。 国内論文の対 * 25     
ンエ 2.0 

象 期間に合わせみると、 92 年から 2001 年にかけて約 3 倍弱まで 1@ 5   

論文数は増え、 対前年比が毎年二桁 台 で伸びるのは 97 年以降で 05 1@ 0 

0 ・ 5 
あ る。 国内論文に比べ scT 収録論文は論文数の 絶対水準では 少 0.0 0.0 

ないが、 伸びは大きい。 また、 論文数の増加に 伴い世界シェア ⅠⅠ く く ---------"-"-- Ⅰ ⅠⅠ -- 俺 @ 巨 ヰ く Ⅰ フ ⅠⅠ ⅠⅠⅠ ' Ⅰ 卜 ら くす ⅠⅠⅠ Ⅰ 卜 1" Ⅰ @ m Ⅰ くヲナ ⅠⅠⅠⅠⅠⅠ舌下く し 棲 @0 ロ才ⅠⅠⅠ づく ら 巨 %- 0 Ⅰ く N %00 ィ ⅠⅠ。 ⅠⅠⅠⅠ ぐ Ⅰ   

も 92 年 1.2% から 2002 年 3.8% まで高まっている。 このように中 データ mloms0n  ISl,  "Scien ㏄ C れ ㎞ 0n 

国の論文数は 90 年代後半において 急増していることがわかる。 
Inde ん CompactDiskEd 田 on" に 基づき、 集計 

2. 大学セクタ一における 請文生産性 

92 年から 2001 年において大学セクタ 一の研究開発費は 5.3 倍増加しているが、 研究開発費当たりの 論文数の推 

移についてみると、 90 年代後半とそれ 以前では傾向に 違いが現れている。 

国内論文についてはセクタ 一別の論文教、 研究開発費のデータがあ り、 研究開発費を GDP デフレータで 実質化 

1 本稿の見解はすべて 筆者らの責任で 執筆されており、 科学技術政策研究所の 見解を示すものではない。 

2 国内論文とは、 中国で正式に m 服 されており、 統計の対象となっている 14,00 種類の学術関連および 科学技術関連の 定期刊 
行物に掲載された 科学技術関連の 論文を指す。 
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した上で、 大学セクタ一の 国内論文数を 研究開発費で 除して、 研究開発費当たりの 論文数を算出した。 この算出 

結果をみると、 90 年代の前半は 92 年 2522.2 編Ⅰ 億 五から 96 年 1606.8 編までⅠ 億元 まで論文生産性は 低下し、 

97 年以降は上昇傾向に 転じ、 2001 年では 2070.5/ 億元 まで回復している。 SCT 収録論文についてはセクタ 一別 論 

文教 の データがないが、 対象論文の著者の 大部分が大学セクタ 一であ る実態を考慮し、 大学セクタ一の 研究開発 

費を用いて研究開発費当たりの 論文数を算出した。 国内論文と同様、 92 年 611.8 編Ⅰ 億 五から 96 年 257.3 編Ⅰ 億 

元 まで低下基調で 推移し、 98 年以降は概ね 横 ぱい傾向に転じ、 2001 年 326.5 編Ⅰ 億元 となっている。 

このように中国の 大学セクタ一において 90 年代後半から 科学技術アウトプット・パフォーマンスが 向上してい 

といえる。 

Ⅱ ㏄年代後半以降における 論文致の主な 増大の要因 

]. 基礎研究フロダラム 予算 

次に 90 年代後半の論文数の 増大要因として、 基礎研究プロバラム 予算、 海外研究者の 呼び戻し政策、 大学にお 

ける制度改革について 考察する。 中国では周知の 通り、 70 年末の改革開放政策の 開始以降、 863 計画を始め、 科 

学 技術政策に関わる 様々なタイプのプロバラムが 実行されてきている。 中国科学技術部では 主なプロバラムを 基 

礎 研究プロバラム、 研究開発プロバラム、 科技産業化プロバラムの 3 つに分類している。 そこでこの 3 つの分類 

にしたがって 90 年代後半から 2003 年にかけてのプロバラムの 予算をみると、 国家自然科学基金計画などの 基礎 

研究プロバラムが 予算額、 伸び率ともに 他のプロバラムと 比較して水準が 高く、 この時期のプロバラム 予算全体 

の伸 びが 基礎研究プロバラム 予算の増大に 因ることがわかる。 この 3 分類上のプラバラム 予算の構成比率は 、 墓 

礎 研究プロバラム 予算 60.7% 、 研究開発プロバラム 予算 11.7% 、 科技産業化プロバラム 27.5% となっている (2002 

年 ) 。 この基礎研究振興の 性格を有する 基礎研究プロバラムを 通じて大学セクタ 一に研究費が 配分され、 90 年代後 

半から論文致増加に 寄与していると 考えられる。 ただし、 科技産業化プロバラムに 分類されている 星 火計画、 火 

炬計画性国家資金以覚に 企業からの膨大な 資金があ り、 この企業資金が 国家資金よりも 多いため、 実際に使用さ 

れているプロジェクト 経費では、 基礎研究プロバラムより 科技産業化プロジェクトの 金額が多くなる。 

2. 海外研究者の 呼び戻し政策 

中国では人材政策として、 海外で活躍する 中国研究者を 本国に呼び戻すため、 いわゆる「海亀」政策といわれ 

る各種のプロバラムが 実施されている。 例えば「 春暉 計画」 ( 教育部 ) 、 「百人計画」 ( 中国科学院 ) 、 「長江学者 奨 

励 計画」 ( 教育部 ) など 90 年代から実施され、 海外留学生や 海外研究者の 短期帰国を奨励したり、 帰国後の厚遇 

により海外研究者の 呼び戻しを促進している。 このような施策の 下、 帰国留学生数は 増大している。 91 年から 2000 

年を第 8 次 5 ヵ年計画期間 (91 一 95 年 ) と第 9 次 5 ヵ年計画期間 (96 一 2001 年 ) に区分して比較すると、 帰国留 

学生者数は双者の 時期に 2.1 万人、 後者では 3.8 万人と年々増加している。 ただし、 この時期には 中国から海外 

への留学生数が 帰国留学生数よりはるかに 急増しているため、 留学生数に占める 帰国留学生数の 比率は低下して 

いる。 

次に中国の海外研究者を 含めた論文生産について、 TREE 社の「パターン 認識・人工知能」 誌 、 「ロボット・オー 

トメーション」誌の 2 誌を対象に考察する。 図 3 は 91 年と 2001 年の 2 ポイントにおいて、 論文著者の所属機関 

別の論文教と 出身国別の論文数を 比較したものであ る。 先ず所属機関別にみると、 どちらの雑誌も 91 年において、 

中国は論文が 掲載されていないが、 2001 年においては「パターン 認識・人工知能」誌では 3.9 編、 「ロボット・ オ 

一 トメーション」誌では 1.9 編掲載されている。 これを所属機関ではなく 論文著者の出身国でみると、 どちらの 

雑誌も 91 年において既に 論文が掲載されている。 つまり、 海外にいる中国研究者による 論文が掲載されている。 

日本との比較では、 「パターン認識・ 人工知能」誌においては 91 年既に中国研究者による 論よ 数が日本の論文教 

を 上回り、 2001 年では格差はさらに 拡大している。 

それでは、 海外から帰国した 研究者がどのくらい 中国の論文数に 寄与しているかを 次に占めす。 対象期間は 

先にみた 91 年、 2001 年とは異なるが、 2000 年から 2004 年までの累積論文数について 論文著者の海外活動経験別 

に ( 留学、 外国就労等 ) 割合をみると、 以下のようになる。 海外就労または 留学経験のあ る研究者、 もしくは 両 
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  図 3 「パターン語誌・ 人工知能」 誌 および「ロボット・オートメーション」誌における 論文掲載 数 (1991 年、 2001 年 ) 

                  日本および中国構 関 による研究者の 出身国別論文数                     日本および中国出身者による 所属国別論文 数   
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            6 ( Ⅰ ) 

デ 一か し 約一 ン詔譲 ・人工知ぬ 誌 ，「ロ赤 ソト ・ ォ丑 メーショ㍉ 誌 より集計 

方の経験のあ る研究者の割合は 、 「パターン認識・ 人工知能」誌では 43% 、 「ロボット・オートメーション」誌で 

は 29% となっている。 日本はそれぞれ 18% 、 12% となっていて、 日本との比較では 中国では帰国研究者の 割合が高 

いといえる。 このように、 中国における 論文数の急増は、 海外の研究者が 帰国していることが 大きく寄与してい 

ると考えられる。 

3. 大学における 甘皮改革 

中国では 90 年代において 大学制度改革が 実施された。 その制度改革の 大学間・大学内において 競争原理を導入 

し 、 研究能力を向上させるインセンティ プ を与えることを 目指すものといえる。 具体的には大学を 法人化し、 大 

学経営裁量権 を与えた (95 年 ) 。 これによって、 各大学は人事制度も 独自に決定することができるよ う になり、 教 

授 、 助教授を含めた 教員任用 制 、 教員評価・昇進方法などについてドラスティックな 改革を実行した。 例えば、 

精華大学では、 教師の実績によって 年間所得が 2 倍以上の格差がつく 制度を実行した。 このような制度改革を 進 

めるために、 各大学に潤沢な 資金を配分しなければならないが、 211 工程が大きな 役割を果たしている。 211 工程 

は 100 重点大学と重点領域を 指定し、 特別補助金を 配分するというものであ る。 

Ⅱ 補完・ 音力 すべき学行分野 

] . 学行分野用の 世界シェアと 日中共著明珠 

ここでは ScI 収録論文を対象に、 世界シェアによって 日本、 中国の強い分野Ⅰ弱い 分野を特定し 、 次に論文の 

共著関係を示し、 それらを元に 日中の協力すべき 分野を示す。 表 1 は 2002 午における中国と 日本の分野別の 世界 

シェアと共著割合を 示したものであ る。 共著割合は、 共著相手として 外国寄与分を 100% とし、 中国、 日本それぞ 

れからみて相手国の 構成比率を示している。 世界シェアについては、 数学以覚のすべての 分野で日本が 高く 、 日 

本 4.4% 、 中国 7.3% となっている。 共著割合については、 中国からみた 日本の割合では 材料分野、 化学分野が 20 ． 0% 

を 超え高い分野となっている。 逆に、 日本からみた 中国の割合では 材料分野 15.7% が最も高く 、 次いで化学 14.0% 

となっている。 表には示していないが、 分野合計について 共著割合をみると、 中国からみて 最も割合が大きいの 

は アメリカであ り、 日本はその次に 位置する。 推移をみると、 アメリカは 90 年 38.0% から 94 年 30.3% まで低下 墓 
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表 I SCI 収録論文における 世界シェアおよび 共著割合 (2002 年 ) 調 で推移し、 その後 横 ぱい傾向に転じている。 一方、 

日本は 90 年 12.5% から 2002 年 15.7% まで高まり日米 

の格差は縮小する 傾向にあ る。 同様に、 被 引用度上位 

10% 論文についてみると、 日米の格差は 拡大するが、 ア 

メリカがほ ほ 40% を中心に推移している 一方、 日本は 

90 年 5.5% から 2002 年 14.5% まで上昇し、 日米格差は 

縮小傾向にあ る。 

2. 補完・ 杵力 すべき分野 

表 2 は上述の世界シェアと 共著割合を元に、 それぞ 

れの国の共著割合、 世界シェアの 平均を基準に「強い 

Ⅰ弱い」分野、 「多いⅠ少ない」分野を 整理してプロッ 

トしたものであ る。 

日本の立場に 立った場合、 この表からいえること 

は、 日本より中国が 世界シェアの 高い数学分野は 、 中 

国 と協力し「強い」分野にすることが 考えられる。 ま 

た、 情報分野は世界シェアでは 中国より日本が 高いが、 

日本の他の分野より 相対的に世界シェアが 低く、 しか 

も中国との共著割合が 低いので、 中国との共著割合を 

高め、 「強い」分野にすることが 考えられる。 但し、 こ 

こでい う 「強いⅠ弱い」分野は 学術論文についての 考 

察であ り、 中国、 日本それぞれの 技術力、 研究開発力、 

競争力といった 産業力は考察の 対象外であ ることに 注 

煮 する必要があ る。 

子 一タ     m0mson  ISI, "Science  Ci 血 ion  血 de も C0mp ㏄ tDisk  Ed Ⅲ 0n 。 
に基づき・集計 

表 2 scl 収録論文における 世界シェアおよび 共著割合 
を基準とした 分野分布 (2002 年 ) 

Ⅱ． まとめ 

このように、 中国の大学セクターは 研究費 

の重点的配分、 大学問、 大学内の激しい 競争 

的環境の整備によって、 90 年代後半から 論文 

生産能力が飛躍的に 向上している。 しかしな 

がら、 重点的資源配分と 制度改革によって 論 

文 生産能力は直ちに 向上するわけではない。 

これまで蓄積してきた 中国の潜在的な 論文 

生産能力が、 各種政策、 制度改革を通じて 現 

実化していると 考えられる。 ここで いう 潜在 

的な論文生産能力の 現実化とは、 ①中国国内 

研究者に競争的環境を 通じて論文生産のイ 

ンセンティブを 与え、 論文数を増大させるこ 

と、 ②中国国外にいる 中国人研究者を 中国国 
データ     Tho ℡ onlSl,  "Scien ㏄ Ci 血 ion Ⅲ de も Comp ㏄ tDiskEd Ⅲ on 。 に基づき、 集計 

内に呼び戻すことで 論文数を増大させるこ 

であ Mlnl 呵 0%Sclence   皿 dTec ㎞ 010 町 [2002] 。 。 ChlnaSclenCe 祖 dTec ㎞ O10 綴 ㎞点心 to 「 S20 色 $,Sclentl Ⅱ c 簗 dTeC ㎞ lc 杣 DocumentS   
Nation 杣 B ℡㏄ u  0f  S 伍 tistics, M 而も廿 y  of  Science  皿 d  Tec ㎞ 010 騨 [2003]"Ch 而 a  S 伍 ti ㎡ c 田 Ye 打 book  0n  S&T  2003", Ch 下 a 
SMistjcsPress,Be 田 n 蔑 China および各年版   
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